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研究成果の概要（和文）：人と環境の相互作用の視点から災害脆弱性をとらえ、地理情報システ

ム（GIS）の活用により、平時における災害時要援護者の個別支援計画の策定や、災害時におけ

るり災情報と支援策の重ね合わせによる支援方策の最適化等に資する標準業務モデル群を開発

した。開発成果は東日本大震災被災地および被災地外の自治体で実装した。併せて、東日本大震

災の高齢者・障害者被害率と施設収容率との間に負の相関関係があることを見いだした。 
研究成果の概要（英文）：The conceptual and action frameworks for disaster risk reduction 
among People with Special Needs in time of Disasters (PSND) were developed through the 
utilization of Geographic Information System(GIS).  The frameworks were applied to 
identify, assess and prioritize assistance for PSND during pre-disaster period.  They were 
also applied to match damage assessments and available resources.  Negative association 
was identified between the Tohoku-Oki earthquake and tsunami casualties of the elderly and 
people with disabilities on one hand, and the rate of their institutionalizations on the other.    
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2008 年度 8,100,000 2,430,000 10,530,000 
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2011 年度 7200,000 2160,000 9360,000 
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総 計 37,000,000 11,100,000 48,100,000 
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１．研究開始当初の背景 
(1)「災害弱者」の概念は、緊急避難時におけ
る災害情報伝達支援の文脈で提唱された(廣
井、1996)が、災害後の住宅・生活面における
特別な要求を有する人々をも含むものと対象
が拡大した(林、1996)。福祉防災学では、外力
の影響により保健・福祉・医療サービスが中
断する結果として脆弱性が発現するという視
点から、災害弱者を実体ではなく「関係性概
念」として捉える。福祉防災学は、平成 15～
17 年度科学技術振興調整費「日本社会に適し

た危機管理システム基盤構築」（代表 林 春男）
の分担研究「被災者対応原則の確立」に端を
発する。その成果として、災害過程の各局面
で生じる災害被災者の社会生活上の要求に応
じて、生活者と客体としての社会制度・資源
の間に不調和や欠損が生じないようにするこ
とが被災者支援原則であると提案した。 
(2)平成 18～19 年度にかけて、福祉防災学の
視座の確立を目指して科学研究費補助金研究
（萌芽研究）「「脆弱性」概念の再構築：福祉防
災学の視座確立と実践モデルの開発」（研究代
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表 立木茂雄）に取り組んだ。越智・立木(2007)
は、神戸市魚崎地区の南海・東南海津波避難
勧告対象地域在住の介護保険サービス利用者
123 名について、主体の側の条件である「要
介護度」および「住宅・居室の危険度・老朽
度」、また客体との関係性の程度を示す「社会
的孤立度」の３項目から総合的脆弱度（ウェ
イト）を求め、地理情報システム（GIS）を用
いて対象者の地理的分布を重みづけカーネル
密度推定によって地図化した。さらにその上
に津波ハザード条件を重ね合わせて、津波災
害時の避難移動支援における地域の要援護度
の様相を俯瞰的に可視化するとともに、個別
避難支援対策と連動させる手法を開発した。 
(3)2007 年 3 月 25 日に発生した能登半島
地震では、石川県輪島市門前地域を中心とし
て、地震時の要援護者対応について検証した。
その結果、発災直後の避難移動や避難所生活
などの応急対応期、仮設住宅などでの仮住ま
いが強いられる復旧期、さらには生活再建を
目標とする復興期という災害過程の局面ごと
で、主体の側の生活上の要求は刻々と変化す
るために、その要求に呼応する客体的資源や
サービスも時系列的に変動する様を観察した。
これを受けて福祉防災学が依って立つべき視
座を、「災害過程ｔの時点における要援護度
(災害時要援護度ｔ)＝ｆ（外力、ｆt（災害過程
ｔの時点における主体の側の生活上の特別の
要求、対応する客体的資源））」と規定した。こ
れによって応急対応期および復旧・復興期、
さらには次の災害への備えとしての事前準備
期までも視野にいれて包括的に災害時要援護
者支援を体系化する福祉防災学固有の学的地
平が定まった。 
 (4)以上のような問題関心から本研究を実施
していた研究第 3 年度の 2011 年 3 月 11 日に
東日本大震災が発生した。これを受けて研究
期間 4 年目・5 年目は、これまでの研究で開
発された各種標準業務モデルの東日本大震災
被災自治体での実装へとその重心を移動させ
ていった。併せて、小地域における個別避難
支援計画策定の標準業務モデルについても、
開発から実装型研究へと力点を移動させ、東
日本大震災の被災地外の自治体・コミュニテ
ィにも適用していった。 
２．研究の目的 
 本研究では、想定外力によってもたらされ
る災害過程のどの時点でも、特別な社会的要
求をもつ生活者に、サービス提供者や近隣支
援者が漏れなく対応できる実践理論を構築す
る。個別のテーマとしては、災害時を想定し
て、公（行政）・共（地域）・私（個人や私企業
など）にわたる社会の各セクターが協働して、
保健・福祉・医療サービスの利用者の情報が
活用できるようにするための制度的・技術的
対策の考案、事業継続が可能となる異組織間
連携を推進するための標準的な手法の開発、

サービス利用者の避難誘導、福祉防災学的視
座に立った避難生活支援や復旧・復興支援策
の策定を含む。上記テーマについて実践的研
究を行い、その評価検討に基づいて標準業務
モデルを構築し普及を図る。以下に、災害過
程に沿って研究テーマをより詳しく列記する。 
(1)発災直後の避難支援では、地理情報シス
テム（GIS）を活用した災害時要援護者の把握
と個別の避難支援プランづくりを連動させる
防災福祉 GIS の構築および運用を試みる。個
人情報保護に配慮した情報の利活用方策の検
討手法の提案、個人データ作成・更新が保健・
福祉部局などの担当職員の手で簡単に運用が
できること、他の自治体への普及を前提とす
ることなどを与件とする。 
(2)個別避難支援プラン作成では、行政と地
域の協働作業が不可欠である。そこで民生・
児童委員や自治会、地域の自主防災組織、介
護保険サービス事業者などとの連携を促進す
るとともに、要援護者と支援者が日常的なふ
れあいを通じて顔なじみの関係を維持する社
会技術を確立する。 
(3)応急対応期では、避難誘導の実施主体は
住民組織となるが、行政は刻々と入る被災情
報を防災福祉 GIS 情報と重ね合わせること
によって、最重要配慮者を同定し、安否確認
が迅速かつ効率的にできることを目標とする。
また福祉避難所の開設・運用も同時に展開で
きるために必要となる要件を明らかにし、具
体的な対応策を講じるものとする。 
(4)復旧・復興期にあたっては、罹災判定と要
援護者情報を防災福祉 GIS 上で重ね合わせ
ることにより、発災後できるだけ早期から要
援護者の生活再建にむけて、当事者の社会生
活上の要求を同定し、呼応する資源・サービ
スを保障する支援策を部局横断的に展開でき
る方策の検討を行う。 

上記の実践的開発研究の成果を踏まえて、
2011年 3月 11に発生した東日本大震災では、
被災自治体において解決策の実装に関する普
遍性や個別性に関する検討を行う。これに基
づき、災害前の準備体制づくり、応急対応期
の避難誘導や福祉避難所運用、復旧・復興期
における生活再建支援という包括的な標準業
務モデルの実装上の諸問題の解決方策につい
て検討を行う。 

本研究の特色と意義を最後にまとめると、
災害時要援護者への支援方策について、本研
究の視座は、四つの次元（外力、主体的要因、
客体的要因、災害過程）で張られる時空間上
で、個別・具体の試みを鳥瞰図的に整理でき
る体系性の確立を踏まえて、標準業務モデル
群を開発し、これらを東日本大震災被災地お
よび被災地外の自治体においても実装した点
にある。 
３．研究の方法 
(1)防災福祉 GIS 構築を通じた災害時要援



護者の個別避難支援プラン策定に関する研究
開発型・実装型アクションリサーチ 
平成 19 年 8 月以降、同志社大学立木茂雄
研究室が支援協定を正式に結んだ輪島市と協
働し、門前地域での住民主導の福祉マップづ
くりの先進的取り組みに、行政内部での情 
報共有の仕組みを制度化し、輪島市全域で
の地理情報システム（GIS）を活用した福祉
マップづくりをアクションリサーチの手法を
用いて実施する。 
福祉マップづくりの最前線に立つのは地域
の民生・児童委員であるが、マップづくり体
制の構築にあたってコミュニティ・ソーシャ
ルワーク実践の視点から効果的な防災コミュ
ニティづくりの標準モデルの開発を行う。ま
た、コミュニティづくりにおける個別地域の
特徴や、その特徴に応じた効果的な接近方策
の標準モデルの開発について、ソーシャルキ
ャピタル論の視点から理論的・実証的な検討
に基づき標準実践モデルを開発し実装する。 
福祉マップを作成する場合、対象地域が膨
大となるために紙地図への落とし込みやハザ
ード条件との重ね合わせ作業は困難を極め
る。そこで、電子的な福祉マップともいえる
GIS を活用した防災福祉 GIS を構築する。
これによって、「リスクの高い地域に住む、
脆弱性が高い」対象者個人や家族の状況、担
当の民生委員、近隣支援者（の有無）、さら
に町会長や区長といった地域内のステークホ
ルダー、さらには担当ケアマネジャーといっ
た支援者側の情報を把握することにより、一
人ひとりの状況に応じた災害時支援プランを
作成し、防災福祉 GIS に登録する。 
防災福祉 GIS の構築・運用上の政策法務上
の課題の解決モデルの開発、防災福祉 GIS 
の設計・運用の技術モデルの開発と実装も併
せて実施する。 
 (2)り災情報を防災福祉 GIS データベース
に重ね合わせることによる個別支援策の策定
に関する研究開発型・実装型アクションリサ
ーチ 

能登半島地震被災地は、これから生活再建
が重要な課題となる。林(1996)が指摘してい
るよう、平時に様々な在宅の保健・福祉・医
療サービスを利用することで社会生活を営ん
できた市民が、被災によって社会生活上の主
体の側の要求と、それに呼応する客体的制
度、資源、サービスとの社会関係に不調和や
欠損が生じるために、復興期においても「災
害弱者」の立場に追いやられる現実が存在し
ていた。 

能登半島地震では、林春男のグループが輪
島市において、また重川希志依のグループが
石川県穴水町において、り災証明発行業務を
通じた生活再建支援のための基礎データベー
ス作成に取り組んできた。り災者情報を防災
福祉 GIS データベースに重ね合わせること

により、災害復興期における生活再建課題の
要支援度についても、対象者の一元的把握と
同時に個別事情の把握が可能となる。 
2011 年 3 月 11 日発生した東日本大震災を

受けて、林春男のグループは大量に発生した
被災者の生活再建を支援するための被災者台
帳システムを構築し実際の被災者支援の行政
事務で実装を行った。 
４．研究成果 
(1)防災福祉 GIS 構築を通じた災害時要援
護者の個別避難支援プラン策定に関する研究
開発型・実装型アクションリサーチ 
 2008 年度は、輪島市健康推進課と協働し、
災害時要援護者に関わる行政各部局間での情
報共有の仕組みを制度化し、輪島市全域での
災害時要援護者および想定ハザードのマッピ
ングを行った。併せて、行政情報を共有する
にあたって、関連部局を横断した各担当者と
のワークショップを実施し、政策法務上の整
合性を確保する手順づくりも行った（立木, 
2008; Comafay･北浜・飛岡・立木, 2008）。 
 2009 年度は、地域の共同性の強弱に応じた
地域組織化のための社会技術の検討、個人情
報に配慮した情報共有体制の構築、ソーシャ
ルワーカーや保健師、一般行政職員が容易に
運用できる防災福祉 GIS を活用した福祉マッ
プづくり、福祉マップをもとにした個別避難
支援プランづくりについて石川県輪島市およ
び神戸市兵庫区において標準業務モデルを開
発した。その成果を地域住民や行政と共有し、
効果的な活用法について評価・検討・修正を
行った(コマファイ・中村・横田・立木, 2009)。 
 さらに、内閣府の災害時要援護者避難支援
ガイドラインの運用について各地の自治体の
取り組みの現状を調査した。発災時に避難支
援プランが実行されるためには、事前に被災
者一人ひとりについて個別避難支援計画を策
定しておくことが重要であり、そのためには
地域福祉計画の中に災害時要援護者への支援
を入れこむことなどにより普段からの福祉活
動のなかに非常時への備えを取り込んでおく
ことの重要性が確認された。また個別避難支
援計画策定における実際上および政策法務上
の問題点についてアクションリサーチを実施
し、解決の方向性を提案した（以上の成果は
立木(2013)で発表）。 
 2010 年度は、これまでの開発研究を踏まえ
て、防災福祉 GIS を活用した障害当事者と地
域自主防災組織の協働・参画を促す働きかけ
の実践研究として、検討地域の共同性の強弱
に配慮しながら要援護者の情報共有体制を構
築し、個別避難支援計画の策定を目的として、
神戸市兵庫区の総合防災訓練時に、障害当事
者や障害支援者組織の参画と地域自主防災組
織との協働を促す働きかけを行い、その効果
について評価・検討を行った(立木, 2010)。 
 2011 年度は、実装研究の対象地区として、



京都市西京区桂徳学区および下京区稚松学区
を対象に、個人情報に配慮した情報共有体制
の構築、福祉マップをもとに個別避難支援プ
ランを作成する作業手順の検討、地域住民、
区役所職員あるいは社会福祉協議会職員が日
常的に防災福祉 GIS を活用・更新するための
方策の検討を行った。また神戸市内自治会・
マンション管理組合への 3 年間にわたる社会
調査結果をもとに地域組織化を推進するため
の 5 つの具体的な方策の検討・評価を行った
(Kawamura & Tatsuki, 2012)。 
 2012 年度は、京都市西京区桂徳学区におい
て、災害時要援護度を算出するための計量尺
度をデルファイ法により開発し、同学区にお
いえて実装した。具体的には主体要因、環境
要因、主体と客体の相互作用要因のそれぞれ
を構成する尺度項目について、先行研究の尺
度値を参考にするとともに、新たに含めた項
目の尺度値は、地域住民および地区社会福祉
協議会職員と３度にわたる繰り返しの検討会
を経て最終尺度値を設定した(河村・立木, 投
稿中)。 
 さらに 2012 年度は、これまでの防災福祉
GIS と、それにもとづく個別避難支援計画づ
くりのための標準業務モデルを踏まえて、京
都府精華町において防災福祉 GIS の活用によ
る災害時要援護者への個別避難支援計画策定
のための実装研究を実施した（松川・立木, 投
稿中）。 
(2)り災情報を防災福祉 GIS データベース
に重ね合わせることによる個別支援策の策定
に関する研究開発型アクションリサーチ 
 2008 年度は、2004 年中越地震および 2007
年中越沖地震災害の 2 事例について、災害時
要援護者の災害過程における課題解決型活動
支援体制のあり方を検討するとともに、中越
沖地震災害の各被災者世帯に対して居宅と仮
住まいとしての仮設住宅の入居場所を空間情
報として付与するとともに、これらの空間情
報を共通キーとして既存の各種データベース
を連結させることにより、精度の高い被災者
台帳を GIS データベース上で実現した（井ノ
口・林・田村・吉富, 2008）。 
能登半島地震被災地でのアクションリサー

チでは、平時から公的支援を必要とする世帯
に対する支援制度、運用の枠組みは確立され
ている一方、災害時以外は公的支援を必要と
せず、災害時にのみ公的支援を利用する世帯
に対する支援制度、運用の枠組みは確立され
ていないために、態勢の立ち上げ、運用に多
くの行政資源が使われていることが明らかに
なった。この発見を受けて、災害時固有に行
政対応が必要となる世帯像を明らかにし、そ
れらの世帯の自立的生活再建を支援する生活
再建支援制度自習システムを開発した（重川, 
2010; Shigekawa, Tanaka & Takashima, 
2012）。 

 2009 年度は、中越沖地震被災地において実
施した、罹災情報を GIS 上で結合する試みを、
被災者支援に具体的に活用するための方策に
ついてアクションリサーチを実施した。「発災
前の地域見守り、避難移動、避難所生活、仮設
住宅入居や一時転居や施設入所、その後の生
活再建」の全過程での支援を可能とするため
の防災福祉 GIS のあり方について実装モデル
を提案した(浦川・林, 2009)。 
(3)東日本大震災で被災した災害時要援護者
への対応に関する基礎的調査研究 
 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災
は、人口構造の高齢化の著しい東北地方の沿
岸部一帯に激甚的被害をもたらした。一般避
難所での避難生活に耐えられない高齢者や障
害者を対象とした二次的な避難所である福祉
避難所がどのように展開され、要援護者への
対応を行ったのかに関する予備的調査を2010
年度に実施した。 
 2011 年度は、東日本大震災時における被災
東北３県自治体の災害時要援護者対応につい
てフィールド調査および資料調査を行った。
その結果、(1)６０歳以上の高齢者の死亡率が
高く、また女性より男性高齢者の死亡率が高
かったこと、(2)障害者死亡率は全体死亡率と
比較して 1.3 倍から 2倍高かったこと、(3)聴
覚障害および肢体障害のある人の死亡率が他
の障害分類よりも高かったこと、(4)福祉避難
所の展開には自治体間で大きな差があったこ
と、(5)災害時における要援護者の情報の活用
がほとんどの自治体で行われなかったこと、
などを明らかにした(松本・立木, 2012; 
Tatsuki, 2012; Tatsuki & Comafay, 2012)。 
 2012 年度は、東日本大震災時における被災
東北３県自治体の高齢者・障害者死亡率の要
因分析を行った。その結果、①高齢者等入所
施設の立地（沿岸部か高台・内陸部か）および
高齢者施設入所率が宮城県の高齢者死亡率の
高さ（沿岸部に施設多い）、また３県における
男性の死亡率の高さ（在宅率高い）と関連す
ることを示唆した。 ②障害者死亡率は、特に
宮城県においては全体死亡率と比較して 2 倍
弱と高かったが、その理由として、宮城県に
おける在宅障害者の割合の高さが影響してい
ることを明らかにした(Tatsuki, 2013; 立木, 
2013)。 
 (4)東日本大震災被災者への被災者台帳シス
テムの実装に関する研究 
 2010 年度は、中越沖地震被災地において実
施した、罹災情報を防災福祉 GIS 上で結合す
る試みを、2011 年 3 月 11 日に発生した東日
本大震災被災自治体で実装するための自治体
関係者との関係づくりを目的とした先遣調査
を実施した。 
 2011 年度は、住民基本台帳、課税台帳、り
災情報等を結合した生活再建支援システム 
を岩手県庁サーバーに構築し、岩手県内自治



体の被災者支援業務を支援する情報システム
を実装した。実装にあたっては、自治体が災
害時要援護者の存在情報や支援情報といった
個人情報を収集・管理・活用していく際の違
法リスクを抽出し、その対策を明示化する標
準業務モデルを活用し、岩手県庁の被災者台
帳システムを構築する際の違法リスクについ
て、検討を行い、違法リスクの低減を図った
（山崎・林・立木・田村, 2011; 古屋・木村・
井ノ口・田村・林, 2012;木村・古屋・井ノ口・
田村・林, 2012）。 
 (5) 東日本大震災被災者の災害復旧・復興期
における被災者の生活再建支援に関する実装
研究（名取市）：立木・林他（2004）による阪
神・淡路大震災被災者の長期的復興過程の実
証調査研究から生まれた生活再建７要素モデ
ルと先行理論研究を統合して確立した被災者
支援原則にもとづき、被災者の生活再建７要
素（すまい、つながり、まち、こころとからだ、
そなえ、くらしむき、行政とのかかわり）ごと
に、主体的要求と呼応する客体的資源との社
会関係の不調和・欠損状態をデータベース化
することによって、生活再建期における対象
者の要援護度を体系的に把握する仕組みを、
宮城県名取市において実装した。本テーマに
ついては、実装が 2012 年度であり、その評価
や検討は本基盤研究の研究年度を越えるもの
となるために、今後の研究で継続して取り扱
っていくものとする。 
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